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現代民主主義と社会教育

一一教育・労働・民主主義のトリアーデの視点から一一
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一般に，教育は偲人の社会参加を保揮する実践であると替えるI。社会参加とは社会の主体と

なり，その持続的な発展を担うことであるとすれば，政治・経済・社会・文化の諸相において

多様な参加形態があるであろう。しかし，そのいずれにおいても，個人が参加し主体となるこ

とを可能にする独自の実践，つまり教育英践が組織されなけれは社会を主体的に創造する担

い手は再生産されず，したがって当該社会の存続もありえない。

確かに，このような議論は，社会から分断された偶人を前提としているという意味で，個人

と社会の二元論である。しかし，現実に，両者が二元的になればなるほど教育機能の自立が求

められたのであり，教育の自立と借入と社会の分裂は，表裏一体の関係にある。したがって，
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少なくとも近現代教育を対象にする場合には，ひとまず，このような二元的な現実から出発す

る必要があろう。

そのような視点から見れば，一方で、は，社会に参加する個人にとって，教育は個人の自己実

現としての自由と解放の営みであるはずであるが，他方，自立した社会からすれば，それは社

会に個人を適応させる統制の過程でもある。勝田守ーが指摘した教育と政治の内在的な関係は，

近現代教育の存立構造からして必然的な関係であると言えるo さらにその関係は，グラムシが

提起したように，間意調達による支配・統合の過程として，内在的な矛盾を抱えたものである。

近現代の教育は，そのような内在矛盾を本質としながら展開してきた。

矛盾し，転倒する教育という現実を蔀提にしたときに，あり得る対応の一つは，そうした矛

盾が個人と社会の分裂・対立に起因しているのであり，それが解消きれない限り，再生産され

るという理解を対置することである。しかし，これは，現実に展開している教育問題をその前

提に還元したにすぎない。その意味で問題解決の提起は抽象的にならざるを得ないし，また現

実の教育問題・教育実践に内在的かつ具体的な実践的解決の展望を語り得ないという謀界を持

イコ。

もう一つの対応は，教育における白出主義の主張であった。これは，教育の矛墳を見据えな

がら，その下で教育の自立性・解放性・創造性を保障することを試みる論理であり，教育権論

も問様の志向性の上に展開している。しかし，原理的には，自由主義は権力的介入を拒否し，

規制する論理であっても，積極的に個人と社会，あるいは市民社会と悶家を統一する実践内容

の提示を主たる任務とするものではない。もちろん，国家に代表される権力の不当な介入を抑

止し，法治主義に基づいて，国民・市民の自由な活動領域を保障することの重要性は否定され

るべきではないが，上述のような限界があることも事実である。上原専禄の提唱した居民教育

論が，教育の白出を唱える人々の聞で，具体的な教育自標・内容の設定に寄与するものとして

受け容れられたのも，そのような眼界を克服する可能性がその論理に見出されたからにはかな

らない。

それでは，この矛盾の新たな解決方向はどのよっに見出されるべきか。教育の存立構造を以

上のように理解すると，個人と社会の関係のありかたが，社会参加の保揮実践としての教育の

ありかたを規定することは明白である。ここで，われわれは宮原が展開した社会教育の規定要

問としての「デモクラシーとテクノロS;-Jに，宮原とはやや異なる意味ではあるが，再び着

自する必要がある。なぜなら，第一に，民主主義はそもそも個人と社会の関係のあり方に関す

るルールであるからである。さらに，それは社会的意志を形成する論理という側面を有するか

らであるo教育も組織化された営みである以上，何らかの社会的意志を媒介にして成立する

第二に，技術は労舗のありかたと密接に関わり，労働は社会を形成する基本的な営みであるか

らである。すなわち，技術は人間の労舗の蓄積形態の一つであり，労働における実践知が対象

イちされ，凝縮されたものであるがそれは生きた労働と結合されることによって，新たな生産

力を形成する。先行世代，あるいは他者が築いた技術を我がものにすることによって，個人と

しての労働者は，現実的に労働の主体となることができると雷ってもよい40そして労働こそは，

人々の相互依存関係を空間的・時間(歴史)的に創り出すという意味で社会形成行為である。

このような理解からすれば，教育の形態は労働と民主主義との関係において規定される。こ

れら 3項の相互規定関係を「教育・労轍・民主主義」のトリアーテ、、と呼ぶ、なら，先にふれた教

育の矛盾の解決の検討においても，対象の存立構造としてのこのトリアーデに却した検討(方
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法)が要請される。

小論の第一の課題は，このトリアーデの構造を明らかにすることにある。その点でも宮原の

提起は出発点になる。小論では宮原に即した検討は行わないが宮原による形成と教育の区別

と，社会的な必要の主体化(再分肢)としての教育の理解は，第一に，形成論の基本に産業の

発援を置くことによって労働論と接続し，主体化・人間化の保障問題として民主主義論に接続

している。とりわけ学校教育の「補足・拡張・以外」の教育形態としての社会教育において，

それはより規定的に作用する。その意味では，宮原理論自体が，ここでいうトリアーデ構造を

意識したものとも蓄える。但し，その構造は生産主義教育論の控折に示されるように，教育に

おける矛盾を生み出す構造でもあった。したがって，教育における矛盾の解決は，このトリアー

デ構造の改革として理解されねばならず，それを踏まえた教育英践にそくした展望が，教育の

計画化とその主体の形成であると筆者は理解している。宮原においては，それは実践に却して，

部自的に語られたにとどまっており，その対自的な理論化は課題として残されていた。当然の

ことながら，その課題は宮原理論の批判的継承を試みる者によって引き継がれ，発展させられ

てきているo 小論の第二の課題は，宮原自身が未完の課題として残した教育の矛盾の解決， ト

リア…デ構造の変革の展望を，宮原以後の理論の歩みに即して確認し，あわせてその成果をさ

らに発展させるための課題を析出することにある。先に指摘した教育の矛盾の解決の，第三の

方向は，このような作業の後に見出せるであろう。

以上の課題に対応して，小論は以下のように構成される o 第一に，いくつかの民主主義論を

検討し，そのポスト・モダン的な理解の意義と限界を確定することによって，現代社会におい

て求められている社会教育像とその展開ための課題を明らかにする。先のトリアーテ工期せば，

民主主義と労働，民主主義と教育の関連が問題とされるが，そこで析出されるのは，現代民主

主義の展開のためにも，教育自治の主体としての教育主体の形成が，一つの焦点となることで

ある。

第ニに，そうした課題に応えるための社会教育実践理論の側の到達点を，五十嵐・藤岡・島

田に即して検討する。ここでは教育と労働，あるいは教育と住民運動・住民自治との関連が問

題となる o その上で，それを踏まえた教育主体の形成論理の到達点を確認する。

第三に，以上の検討を踏まえて，協働の社会教育の可能性を検討する。とりわけ，協働の経

験が教育主体形成にとって有する意義と可能性を，先のトリアーデ構造の変革との関連て明ら

かにする。それは現代の民主主義論にとっても一定の意義を有するはずである。

2.蕗自主義的民主主義輸の鰻界とラデイカル・デモクラシ…

(1) 社会参加と社会教官

教育が社会の諸機能の再分肢であるとすれば，直ちに，当該社会の構成員は誰なのか，及び、

再分肢させる主体は当該社会においてどのよっな位置を占めているのかが必然的に間われるで

あろう。このいずれも民主主義に密接に関わる問題である。

また教育を文化の世代間継承として考えても，継承の担い手はどのような範囲に特定され，

どのような内容が準備されるべきか， というこれも民主主義に関わる問題が浮上する。

これらは，当該社会すなわちコミュニティの構造と教育との関連を問う必要があることを明

らかにするが，シティズンシッブはコミュニティのフル・メンバーで、あることを意味するとい
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う古典的規定 (T.H.マーシャノレ)と重ね合わせれば，それはシティズンシップと教育との関連

を問うことでもある。

イギリスにおいては，労働者に参政権を付与し彼らを政治社会の一員として認めるこ

とと，労働者に対する市民教育が組織されるのとは向時であった。もちろん，そこにはシティ

ズンとして「二つの国民」を一つに統合する意図があった。しかし，労働者の側もシティズン

としてふさわしい教養を獲得し，統治に参加する意図を持っていたのであり，そこでは社会構

成員の範囲と資質をめぐる争いが展開していたと見るべきであろっ。例えばWEAに結集した

労{勤者は，当該社会の主体としての自覚を高めていたと指摘されている九もとより，そのよう

な参加に批判的な階級的運動もあったのであり，これらも含めてそこでは民主主義の理解が間

われていたと言える。政治や経済の科書当事者，意志決定の権利や義務を有する扱い手(シティ

ズン)を誰がどのように措定するかによって，政治や経済の必要を主体化するための教育英践

のありかたも変わってくることは言うまでもないことであろう。

しかし，労{勤者や農民がシティズンとしての自覚を持ったとしても，コミュニティを形成す

る論理と方法は多様である。日本の場合には，自由大学運動に見られるように，教育機会の均

等要求(大学拡張要求)のみならず，国家からの自由が自覚的に追求されたことに留意すべき

であろう。例えば土田杏村は自由大学を主宰するにあたり，その教育皆様を自律的人格の形成

においていた。それは戦前日本の教育学が新カント派の影響下にあったことの反映であるが，

そのような人格概念に支えられて，自由主義は教育実践に浸透した。

さらに， 日本の場合は，封建性とそれと一体化したナショナリズムが強く意識されたことか

ら，自由主義は民主化を支える理論として，すなわち民主主義と一体佑しうる理論として，理

論的にも実践的にも認知されてきた。一般に，近代化は自由の獲得であり，民主北であった

教育の領域においても，自由主義は自覚的に追求されてきた。例えば，勝国守ーは 1955年の段

階で教育の自由主義的涼到の中で国民教脊が分裂し対立を経験したことを確認しながらも，な

おかつ「自由主義的な原郎を守り抜くという課題j を再確認している

しかし， r3自主義は，教育縞成の内容を問う場合に限界を露呈する。教育における自自主義

のインプリケーションについて勝回は注7の論文において，層雪まからの自由，教育自的の外在

的設定への批判，学習主体の自由，学問の自由に基づく教育主体の白出，親の教育要求表明の

自由を指摘している。これをみてもわかるように，教育・学習の自由を原則とするだけでは，

具体的な教育内容は展開できない。そこで採られた方向は，第一に，プラグマティズ、ムへの接

近，第二に，学潔主体の人格構造とのかかわりで教育の課題と展開論理を見出すというという

戦略 (r能力と発達と学習」としての展開)，第三に，田家的教育との対抗，及び特定の盤史的

状況に置かれた民族・国民という文脈の中で「自由」に意味付与する，第四に，綴方による生

活現実から内容構成をはかるというものであったように思われる。

しかし，これらのうち，後二者の接近方法は，自由主義の論理に内在的なものではない。そ

れは平和・独立といった自由以外の価値9を勝聞が重視したことの結果であるように思われる。

したがって，勝回が選択した以外の他の価値，例えば，市民的自立性を重視するならば，市民

の学習内容に何らかの教育主体が関与すべきではないという議論へ展開することも可能であ

る。さらに，その論理は，教育そのものを否定し，自己決定的な学習を重視するという議論に

さえ展開しうる。現に，公民舘においても r職員は市民の自由な学習に介入すべきではないJ，

f市民の自立性を尊重して， (学習の組織化や構造化などという意図はもたずに)職員は条件繋
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備に徹すればよい」という理解が聞かれることは稀ではない。こうした議論は市場原理と一体

化した新自由主義に対し，抵抗力が極めて弱い。

しかしながら，勝田は，民主主義のもう一つの伝統10である平等主義は，全体主義的民主主義

に展開することによって多元主義を否定する結果に至る可能性を持つので、あり，それゆえに自

由主義に正当性が与えられてきたと指摘する 11。さしあたり，勝田のこの指摘から出発すると，

教育の組織佑における民主主義，あるいはシティズンシップが機能するコミュニティの形成に

おける民主主義を，われわれは，あくまでも個人の自由に立脚しながら，どのように見通すこ

とができるのであろうか。自自主義と民主主義の関連を，教育の立場から改めて間わねばなら

ない。そこで次に，教育学の議論から離れ，民主主義論の内部で、の議論の到達点を簡単に確認

しておこう。

(2) 自由主義的民主主義論の意義と離界

民主主義をめぐる議論においても，民主主義なる概念自体が，利害対立を前提にした持らか

の解決論理である以上，そこに眼界や矛盾が内在することが指摘されている。例えば，デミロ

ヴィッチは「民主主義とは，そこで社会的諸集団が民主主義の正しい形態をめぐって争い，自

己の表象を一般化し，覇権を取ろうとする複合的な翻争の場」で、あり rそこではいつでも特定

集団が，全体の福祉の代表者をもって自任し，指導的集団としての権限を要求することができ

る」と言う 12 民主主義の名による支配は，民主主義の形態と関わりなく，成立する可能性があ

ると言えよう。

このような「民主主義概念自体における矛盾J (デミロヴイッチ)をどのように解決するかが，

現代民主主義論の基本的な論点であるが，その一つの解決論理が，平等主義を批判し，多元主

義を擁護する試みである。それは，すべてを代表しうる統一的な主体という概念や，人間の本

性を普遍的なものとして把握することを拒杏し，多様性・差異・謹数性を原理として，巽費牲

をもった国有の存在としての相互承認を要求する論理と概括できょう。対比的に平等主義は，

超越的な主体概念やそれを支える理性への信頼に依拠して成り立っていたとされ，その抽象性

が，逆に支配や暴力を生み出す根源であるとされる。

このような議論が自由主義あるいは錨人主義へ連続することは見やすい。しかし，自由主義

へと接近することによって，科書調整の積極的な論理が得られるかといえば，それは保障され

ていない。シャンタル・ムフは自由主義・多元主義の擁護を基本的な課題として掲げつつも，

その限界を次のように指摘している。

第一に，自由主義とそれに基づく個人主義は，批判の論理であっても内容を創出する論理で

はないために，政治的なものの構成論理は明らかにならない。すなわち rイ隆人主義を一貫させ

るならば，必ずや政治的なるものを否定しなければならなくなる。なぜなら個人主義は，個人

が出発点にして到達点であり続けることを求めるだけだからである。一一(中略)一一それゆえ，

自由主義だけに射った政治など存在しない。存在するのはただ，個人の自由の擁護という大義

名分を掲げる自由主義的な政治批判にすぎないJ130 この点は小論でも言及したとおり，教育に

おける自由主義についても妥当するであろう。

第ニに，ムフは，ロールズの主張する自由主義は，道稽と政治の次元をIR5JUできておらず，

厳密な意味での政治的構想とは言えない，として次のように批判する。「そこでの政治とは，競

合するいくつかの言説のあいだの節合化に先立ち，またそれとは独立して存在する多種多様な
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利盤追求を意味するにすぎない。彼の正義論の目的は，同意が得られ，中立的な諸規則を打ち

立てることによって，そうした利益の追求を規制していくことにはかならない。もちろん，そ

れらの諸規則は，ロールズにとって一つの道躍的性質をもったものではあるJ140 各自の菩の理

念に基づいて，自己の利裁は自由に追求されるのであるが，それが社会あるいはシティズンシッ

ブを構成するためには，道徳的な限界が課され，その規出に従って私的利益が諦停されねばな

らない， とする理解では，紛争や敵対関係，さらには高次の権力関係が岡有の対象(政治)と

して設定されないことになる。ムフは，カール・シュミットを引用しつつ，そのような意味で

の政治的なるものの消滅は，経済と倫理の二極構造からなる自由主義に伴う必然的な帰結であ

ると主張する。

ここに見られるのは，契約論的な自由主義とその主体概念の限界の指摘であり，個別性と

遍性の「自由なj 統一の論理の限界の指摘である o

(3) ラデイカル・デモクラシーとしての協同的民主主義論

以上の批判を踏まえれば，個人の自由を尊重しながら普通性が形成されるような，倍加と普

通の新たな統一の論理を模索することが課題となる。それに応える試みは，相互主体的なコミュ

ニケーションに焦点化するものや，政治的主体としての自己教育(市民教育)を重損するもの，

あるいはプラグマテイズムを再評価するものなど，多様に展開している 15。しかし，いずれにし

ても超越的な人間の本質などの概念を否定し，経験的・社会的に構成されるアイデンティティ

を重読すること，およびその経験は何らかの意味の協同の契機を含むものであることは共通し

ている。

ここでは，その中でも協調の契機を最も重視する論者であるムフを引き続きとりあげ，その

意義と臨界を確認しておこう o ムフは，権利が生ずるのは，何らかの政治的共同体の市民とし

てであるとし，シティズンシップ概念の有効性を確認する。しかし，自由主義・多元主義を出

発点とする限り，共同体論者の主張するような道徳的・普遍的共用体に義づくものとしては，

それは構想できず，むしろ人間の社会的・政治的性格を非本質主義的な仕方で定式化し，種々

の主体位量を可能にするような共同体であらねばならない。

このような課題に対するムフの回答は以下のようなものである o 第一に，主体概念について

は，カール・シュミットの「友/敵」関係を援用しながら，それは「構成的外部J としての対

抗者との関係において rわれわれ」として構成されるものとして理解される。「彼らJ を確定

することによって「われわれ」が構成さ予れる(あるいは，われわれとして構成する)とすると，

その主体は「集合的アイデンティテイ J を有すると言える。このような視点から，ムフはポー

ル・ハーストの協同組合的社会主義も肯定的に評価する。すなわち，それは「個人を単なる有

機的全体の構成要素に媛小fちすることなしに，個人の社会的性格を復興させる」試みであり，

「個人性への新たなアプロ…チ」であるという 16。部ち，主体は結節点であり，それゆえそれは

一時的・流動的な固定化にすぎない。

第二に，シティズンシッブは i白出民主主義の諸原理を承認するという点で結びつけられて

いる状態Jであると定義され，自由主義のようにシティズンシップを法的地位とみなすのでは

なし帰属意識のありょう，政治的アイデンティティの類型とみなすことを主張する。すなわ

ち，シティズンシップは何らかのコミュニティを前提にするが，それが共民体論のようなアイ

デンティティ規定的なコミュニティにならないように，ムフは自由民主主義の諸原理(i市民の
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交際に関する特殊な言語J としての「レス・プブリカJ) の承認によって成り立つ「政治的共同

体J (強調は引用者)を構想し，その下では当該共同体に通用する倫理・規範も開題になるとい

70 

このような限定によって，倫理をロールズのように私的な道織の領域に委ねてしまう(政治

と道徳の混同)ことは回避され，かっ非政治領域で、の多元牲も成立しうるという。このように，

「政治的共同体」は多元主義を成立させる条件であるが故に，そのlE統性は一元的原理(自由民

主主義原理)によって確保されねばならない。

そして第三に，このようなシティズンシップの理念が，多種多様なアイデンティティ・主体

を構成する民主的運動・社会運動の関に r共通の政治的アイデンティテイ J を確立することを

可能にする。社会的に構成された主体のネットワークとして，より大きな政治社会が構成され

る。

以上のようなムフの試み，すなわちアイデンティティの政治理論は r友/敵関係Jを編成す

る論理 r友」とされた「われわれ」内部の対立 rわれわれ」が非排除性としての開放性を有

する条件など，さらに詳細に検討すべき課題を残しているものの，上述の「民主主義の矛盾J

を由避するもう一つの試みとして，一定の理論的地位を占めている。実践的にも新しい社会運

動の陰謀に支えられ，その運動が有する民主主義にとっての意義を明らかにするものとして評

価されている 170 日本の場合でも住民運動やNPOが持つ民主主義理論にとっての意味を検討

するよで，これらの指摘は重要であるし r大衆運動の教育的側面J (r枚方テーゼJ と理解さ

れた社会教育概念を展開する上でも11重要な示唆を与えるものであろう。

しかし，そこには社会教育理論の立場からも看過できない問題がある。とり;b!t，協同性の

発展に基礎をおいて社会教育概念を構想しょっとする筆者の立場からすると，民主主義論とし

ての基本的な問題設定において批判が必要なように思われる o 予め結論的に述べれば，その民

主主義論は非経済社会としての市民社会と「政治的共同体Jに閉じた議論であり，それ故， ~皆

級的な対立の場面で，あるいは資本の生産遜桂において自らを展開することができないという

限界を有する。この点を批判的な民主主義論の展開に即して確認しておこう。

(4) アイデンティティの政治の限界

デミロヴイッチは，そのような民主主義論に依拠する左翼は，複数の権力関係を考慮に入れ

ていると主張しながらも r社会的権カを構成する中心的な領域の一つ，つまり社会的生産の領

域をもはや把握できなくなっていた」ので、あり r何百万人もの人たちを葉労働に依存させ，強

制的に失業を作り出すことのできる権力は一一ある意味ではエコロジー問題と時様に一一政治

的民主主義が次第に拡張したからといって解消するものではないJ19と指摘する。ウッドはより

直接に rli'間有性(アイデンティティーー引用者)~の政治は，われわれが階級的差異をその民

主主義的構想内に位置づ、けようとするとたんに，理論的にも政治的にも限界を露呈する

真に民主主義的な社会はライフスタイルや文化や性的選好の多様性を称揚できるが，階

級的差異を称揚するのがどのような意味で『民主主義的』であるだろうか」と指摘している 200

これらの指摘に共通するのは，第一に，アイデンティティの政治学が「市民社会」を差異・

多様性・多元性(複数主義)よりなる自由な社会として把握することへの批判である。ウッド

は市民社会概念について r国家の強制機能は，大部分，市民社会における支配の強制に占めら

れてきたJ21とし，強制の場としての国家と自由な空間としての市民社会という「単純なニ分法J
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的な把躍が，先の限界をもたらすと言う。デ、ミロヴィッチも，グラムシに基づきながら，ヘゲ

モニーが形成される領域が市民社会であり r市民社会とはむしろ，諸個人が指導され，従属し

たいと自ら願うようにし向ける領域」であると述べている 22

第二に，ラテVカル・デモクラシーがそうした市民社会内部で展開されることによって，そ

の主観的意図とは逆に，排除的な傾向さえ持ちかねないことである。デミロヴbイッチは「利害

関心をただ単なる特殊科書だと言い立てようとする試み，つまりはそれを排除しようとする

みは，民主主義的には合法的なことと見なされている」のであり rコミュニケーションによる

社会の包摂を目指す民主主義的市民社会概念が，その意図に反して，排除と終わりなき闘争や

自己主張という逆説的な結果にいたってしまう J23と指摘する。あるいは，公共闘の拡大が民主

fちをもたらすという議論に対しでも，公共闘の境界をめぐる闘争を無視できないこと，公共闘

内部での統制機能が文化支配になりかねないことなど，公共圏内部の権力プロセスを認識する

重要性を対置する 24

(5) 労働と民主主義一一領有法尉の転回論の意義

そのような批判に基づいて，彼らが提起するのが，経済過程・社会分業・労働といった要素

より構成される領域に適用可能な民主主義概念の必要性である。自(日統)治とそのための調

整能力を獲得した集屈による社会的分業と分配の形態の決定や，資本の全体性に対峠しうる民

主主義などの構想がそれで、あるが，そこで重要になるのは，第一に労働であり，第二に能動的

な自治である。

デミロヴィッチは，社会的分業を集団的決定のプロセスに載せること，自律的な自己調撃力

をもって集団的意志を形成する自由なアソシエーションとしての自治の実現，そして自己教育

に基づく自治の主体としての能力の形成が課題になるという 25

ウッドは，そのような構想の可能性を，一方では「労働するデーモスのエレウテリア(自由)J26 

の復興に求め，他方では，資本のシステムの下での政治的権力と経済権力の分化と関連性(r共

生的分業J)の故に，逆に，経済闘争と政治闘争の結合が要請されること 27に求めている。

前者は，次のことを意味している。アテネの民主制は労働から自由なデーモスの自由に

いていたのではなく r労働する市民J，および、彼らの「テクネ…」が政治的論議の中心に蜜か

れていた。つまり，労働する市民(農業者・職人)による支配であった。にもかかわらず， 18 

世紀後半以後は，それは奴隷信Ijに基礎を置く「不精で怠'情な群衆Jによる支配に置き換えられ

てしまった。代わって登場したのが，君主に対する領主権の独立に端を発する自由主義であり，

政治エリートによる支配を意味する代議制であったが，それは「生産者」としての資本家の登

場と密接不可分であった。このような近代民主主義の転倒性の理解に立てば，その転倒性を視

野に入れない議論の限界は明らかである。

後者の意味は次のようなものである。すなわち，上記の過程は，近代化の過程で進行したの

であるが，その過程の本質は，資本が自立的な社会編成の玉体として登場し，政治と経済が分

離させられ，かつ資本のシステムの一環として両者が有機的に編成されたことにある。自由な

市民社会と形式的民主主義と資本の全体性の各々の展開は，一体の過糧である。したがって，

ウッドの議論は，形式的民主主義の批判は，それを自己の契機とする資本の全体性そのものに

即して必然的であることを主張するものであり，批判の担拠は資本の全体性が与えていると換

しでもよいであろう。客観的に存在する全体性としての資本を見失わない限り，そのモメン
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トである政治や形式民主主義の批判は，対象に即して要議されるはずである。

これらの指摘は，民主主義理解における「領有法制の転居J論28の重要性を改めて喚起してい

る。私的所有者としての商品交換者は，そのようなものとして相互に承認しあうことによって，

a出・平等29な社会関係を成立させるが，資本主義的生産過桂の結果は，その関係を侵害するこ
となく，労働者の産出した剰余労働の資本家による取得という不平等な関係へと転闘する。

として集団的・社会的な性格をもった生産過程は，資本の私的所有の枠内に封鎖される。こ

のような転回，すなわち矛盾が生じているのが，市民社会にほかならない。したがって市民社

会は忠由な領域であり，同時に，その自由の故に支配の領域でもある。道に蓄えば，事実とし

て労働者の社会性 e普通性が発捧されながらも，それを資本の私的所有の枠内にとどめねばな

らないという資本の矛盾を経過的に解決するためには，市民社会における自由の展捕が不可欠

となる。

この市民社会における自由を維持し，発展させるためには，福祉や教育を組織することもま

た必要となる。そのような領域での市民的な運動や協同組合運動は，当事者の主観的な批判精

神にもかかわらず，それがそのまま資本の蓄積体制を持続させる条件に位置づけられることに

なる。かつて，美土路達雄が主張した協関組合の「反対物への転化傾向J も，この点を指摘し

たものにはかならない。

(6) 協働と自治の民主主義一一批判的民主主義論の可能性

そのような眼界=矛盾を乗り越えるには，臣家対「新しい社会運動・市民社会・公共性」と

いう議論の枠を突破する必要がある。そのためにはウッドらが雷うように，労働する主体を社

会システム内に正当に位讃づけた上で民主主義論を再構成することが必要であろうJ労働する

主体による自治J という課題へ接近する可能性を，筆者は「協同蓄積」過程としての協同性の

発展に見いだせると考えている300そこでのポイントは，協働の自覚的組織によって私的所有の

主体としてのE当日の限界が突破され，労働する主体としての相互承認がもたらされる点にある。

協同一般に意味があるという議論は，それさえも自己の蓄積条件にする資本のシステムを前に

して，厳密性を欠いている。領有法則の転出に正確に照応しつつ，その逆転回を可能にする実

践の論理が確定されねばならない。

協働の経験をとおして労働する主体としての相互承認がなされることが民主主義論にとって

持ち得る意義は，以下のようなものである。第一に，それを前提にして初めて多元主義が成立

し得る。われわれは，労働する主体として社会的分業に参加し，客観的には協同(協業)する

ことによって，社会を構成している。いかなる杜会においても，人間の社会である隈り，それ

は証明不要の(或いは B々 証明されている)事実である。ロールズ、が主張した人間の協働性と

それに恭づく連合体(アソシエーション)も，このような視点からみれば，その限りでは当然

の指摘である。労働する主体としての相互承認とは，自己の労働の成果を他者が享受すること

によって成り立つのであるが，そこで確認されるのは個人の普選性，あるいは普通的自己であ

るo 偲人としての承認は，他者および自己の個性を承認することに他ならない。労働の成果は

偶性的な作品として働者が享受する。個性化としての多元性は，このように成立する。さらに，

労働の成巣には価値的な序弼は含まれない。使用儲健に序列がないことは，例えば米をつくる

労働と自動車をつくる労働のどちらが尊いのか，という間いがナンセンスであることにより明

らかである 31 これは平等性の論拠でもあるが，このよっに理解された平等性は相互依存牲とし
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ての連帯性に近接するものであることを強調しておかねばならない。そして労働という創造行

為は，可能性を現実性に転イちさせるための条件を自ら創り出す自己解放的な行為として， 自由

な行為となる。各人の個性や能力が自由に発揮されるのは，このような意味での労働の主体に

なることによってである。

そして労働は現実には協働として成り立つが，そのことは集団的意志を形成し，その意志に

したがって各自が自覚的に労働力を支出することを意味する。こうして自治によって労働・生

産を統制する見通しも与えられることになろう。

このように見れば，多元性は労働する主体としての相互承認の上に可能になると雷ってよし

逆に，私的所有者としての相互承認はお互いの儲億内容には不干渉・無関心で、あるという意味

での平等と自由をもたらすものでしかない。私的所有の内側に，自らの価値意識に従って構成

したアイデンティティは，社会性をもつこと，すなわち他者からの承認を得ることカ<'1同然的で

あり，その意味で不安定にならざるを得ない。ムフのような「構成的外部」を媒介にした「わ

れわれ」も，私事の共通性が確認された限りでの「われわれ」であり，私的所有者としての自

己を前提にした部分的な協同，すなわち私的所有の世界での協同にとどまっている。逆に雷え

ば，私的所有者としての自立性を維持するために，部分的・限定的に協罰するのであり，私的

所有者としての自己の不安定性そのものは根源的に問い返されることはない。そのような私的

所有者間の交渉ルールは，萌品交換に基礎を量く諸規範であり，自由民主主義の諸原理もここ

に属する。ムフの言う「政治的共同体」構想も，この次元で麗関されていると言ってよい。

資本主義の下では，このような労働の普通性が転倒的に資本・貨幣・商品の普遍性として実

現しており汽諸個人の相互承認も，日常的にはその転倒した地盤の上においてしかなされな

い。その地擦を抜け出す可能性が，協舗に基づく協同性の発展に見出されるのであり，新しい

社会運動やそれに基づくラテYカル・デモクラシー論も，協同から協働を経て共同に蛮る協向

性の発展論理の中に位援を占めることによって，それらが霊魂する多元性や差異を真に実現す

ることが可能になる。

第二に，労舗は理性的な過程であるが，それは偲別的な主体が普適性を現実に獲得し，形成

する行為として，そうなのである。したがって，人間が人間である限り，理性的存在(=共同

的存在)であることは否定しようのない事実である。但し，それが常に理性的に発現するとは

限らず，むしろ非理性的・転倒的に発現されてきたのがこれまでの麗史であった。しかし，た

とえどんなに転倒していようとも，転倒性は理性的存在としての人聞が前提になってのみ，成

立する事態であることに留意せねばならない。

その意味では非理性的理性の解放こそが現代の課題である330 理性を語ることが支配につな

がるとして理性そのものを否定することは，理性の転倒性をみないことによって，逆に非理性

的理性によって正当化されている資本のシステム(=支配のシステム)を免罪することになる。

理性の転倒性が有する臨界を明らかにし，それを突破する課題を認識することは，理性的存在

以外にはなし得ないはずである。

それでは，非理性的な理性的存筏としての自己の限界・有限性を認識することはいかにして

なし得るのか。筆者には，協同性の発展とりわけ協働の組織化の経験がそれに応えるように思

われる。なぜなら協鋤は理性の協同的な使用を不可欠にするし，共詞性としての理性を発現さ

せるに吏る経験を経て，私的所有者としての諸個人からなる社会システム(=資本のシステム)

の下で発樺されていた理性の転倒性が自覚され，自己批判されるからである。
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第三に，以上のような非理性的理性の解放(理性の自己批判)によって，厳密な意味での自

治が成立する。自治の過程は，自らの転倒性と有限性を認識し，そこに課題を見出し，実践的

に克服していく学習過程を内に含まずには成立しない。対象化された世界に自己を見出すこと

によって，対象的世界が転倒しているのは，自己の転倒性の現れであり，それは理性の抱える

矛盾に起関していたこと，これらを理解する自己批判的な理性が，協働の経験を過して発現し

てくるであろう。民主主義論にそくして，労働と自治と学習(厳密には教育)の三者の関連が

関われざるを得ない理由がここにあるo

具体的な実践場面に却して，再確認しておこう。ラデイカル・デモクラシーは新しい社会運

動などを念頭に置き，旧来の左翼政党や労働運動に対する批判を試みてきたが，それを前提に

すると，以上の議論は，新しい社会運動と資本一賃労働関係に起罰する運動との関連を問うこ

とを要請している。住民運動や地域づくり実践に依拠して民主主義論を構築しようとする場合

でも，向じ問題が生ずるであろう。日本の経験に郎しでも，公筈反対運動と当該工場の労働組

合運動が連携することは器難であったし，そこでは「工場の壁の内と外J (田尻宗曜)の世界の

差異・対立が顕在化した。この課題はより端的に言えば，地域で展開する住民運動の有する階

級性をどのように理解するかという問題である。ここでは，これ以上言及することはできない

がへ住民運動が地域づくり運動に麗慌し，さらに地域経済発展までも視野に入れる時に，地域

のありかたを規定する資本のありかた，そこでの労働のありかたに対する実践的な批判がなさ

れるであろうことを指摘しておきたい。新しい社会運動の新しさは，労働する主体の再建とそ

れに基づく新たな民主主義の提示にある。民主主義理論の再構築はそのような実践段階への対

応を視野に入れてなされる必要がある。

きて，以上のようなインプリケーションを確認することによって，われわれは民主主義と労

働と教育のトリアーデに関する暫定的結論を得ることができる。

自由主義的「民主主義」に基づく現代の支配体制を解く鍵は，依然として領有法則の転出論

にある。教育の解放は，労働の次元にまで、遡って，民主主義を再定義することによってしかな

しえない。その可能性は領有法制の転回と対照的に展開する協同性の発展， とりわけ協働の経

験に基づく非理性的理性の解放としての自治の形成過程(協働蓄積論)によって与えられる。

そのような労働と教育の関連を意識したときに，労働論への接続の可能性を持っていたという

意味において，宮原(生産主義)教育論は再評価に値する。その基本的な枠組みを前提にしな

がら，これまで見てきたような労働と民主主義との関連を踏まえれば，どのような社会教育論

が見通せるであろうか。

3 .教育主体形成の論盟と実践

(1 ) 教賓と労働

以上のように労働は民主主義論と密接な関連を持つのであるが，それのみならず，教育とも

深い関わりを持っているo 労働が社会参加の纂本的形態であるとすれば，労働する主体を形成

する営みとしての教育が要請されるが，それは現実の労働のありかたと無関係で、あるはずがな

し、。

五十嵐顕は，このような視点から「労働に対する入閣の自主的な意欲は，学習に対する青少

年男女の自主的な意欲の根底ではないだろうか」と開い r労働の民主主義的組織の建設を志す
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運動」と教育が結び、つく必要性を主張した350

このような主張は，次の二つの理論的仮説に基づいている。その一つは，労働の民主主義的

組織fむとは r人間形成によかれあしかれ影響力をふるう環境の改革」を意味することである。

宮原の形成と教育の区別を前提にしながら，その形成そのものを対象佑し改革する運動と，教

育との内在的な関連に着目し，その内実を明らかにする必要が提起されているo もう一つは，

形成機能自体が階級的性格を帯びていることへの着目である。「社会事象の形をとって子どもや

青年やおとなに働きかけている形成作用は，無意閥的な自然の事象ではない。事象の形それ自

体が，生産手段の私的所有者の階級的意鴎・自覚によって支配的に競定されているのであるJ

から，意圏的自覚的形成である教育の意鴎性は，形成の階級的性格に対する判断を罷避して語

ることはできない。それ故に，教育は労働者の教育要求を，肯定的あるいは否定的に受け止め

ることになる。

このような主張は，偏狭な階級視点によるものでは決してない。それは教育の転倒性(疎外

された教育)に関する本質論的分析を志向する中で得られた結論である360 また，このような視

点から，五十嵐は教育と政治の積極的な関連の必要性も主張している r教育に対する不当な政

治の支配に対立するものは，教育と政治との隅絶や無関係で、はなく，教育の存立と働きに必要

な理論を承認できる正当な政治と教育との関係秩序をつくることである J370 これは，教育にお

ける自由主義的対応の限界を指摘したものであり，教育の自由を守り発展させることは，教育

的価値の理解を共有する政治的主体を形成することを必要条件とすると敷桁できょう。

このような指摘から教育・労轍・民主主義のトリアーテ、、構造を教育の側からは，次のように

描くことができる。教育の存立の本源的な条件として労働が存在する。労働は人間の形成の基

底的な要因であるからである。形成はプラス・マイナスに作用するという意味で矛扇をはらん

だ過程であるが，それは時級的な矛盾に起悶しているとすると，その矛盾そのものを対象化し，

民主化を志向する労働運動と教育は内在的な関連を有することになる。労融運動を，労働の主

体を形成する運動と考えれば，それは労働における民主主義を実現するという意味で政治的な

主体でもある。そのような主体が形成されることによって，社会の必要を主体化し，人間化す

る教育主体もまた形成される o

五十嵐は「教育は勤労人民の事業であるという思想、」が，戦後の経験の中で明証性を帯び，

「勤労人民が少なくとも自らの子どもを教育する能力を組織する力をもっていること J，r勤労人

誌が自らの教育政策をもっ」ことが可能で、あることが確認されてきたという 380そのような教育

主体が，労働の主体，政治の主体と不可分の関係の中で形成されると寄ってよい。

とはいえ，労働主体の形成と教育主体の形成は，同義で、はない。そもそも，社会環境をその

形成作用に即して理解することは，形成される個人(自己)に対する関心が成立していなけれ

ばならないが，労働運動は社会環境の不当性を批判し，改善要求を実現することに力点が置か

れている。要求の根拠として「正常な得生産」や「人間らしさ」が意識されることはあるもの

の，そのことをもって教育主体ということはできない。両者の閤には媒介が必要で、ある。そこ

で五十嵐の提起を手掛かりにしながら，以下では教育主体の形成に焦点を合わせて，教育・労

働・民主主義の関連について検討してみよう。実際には， 日本の場合は，労髄運動と社会教育

が結びつくという事例はほとんど見られず，むしろ地域における住民運動，地域民主主義運動

が社会教育の再定義に大きな役割を来たした。しかし，筆者はそこでも労働の論理は見いだせ

るし，その意味では先のト 1)アーデ構造の検討は可能で、あると考えている。
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(2) 住民運動と地域教育運動

五十嵐は，勤労人民の教育主体としての形成は，労働運動や「勤労人民の諸運動」の過程で

展開される自己教育によってなされることを指摘した。そのような意味で「勤労人民が教育を

自らの事業にしていくうえで必、要な諸カ能は，究極において，勤労人民の力量にまつJ39と言う。

そのような力量形成の過程は，今述べたように，現実にはむしろ住民運動に即して確認されて

きた。

戦後の住民運動は，自治体が住民の生活と権利を守る砦であり，それがまた「地方自治の本

旨」でもあることを明らかにしたと言われているべ1960年代の公害闘争に代表されるような住

民運動は，住民の自治によって生活を守る可能性が関かれることを明らかにしたこと，なおか

つ，その運動過程では学習が不可欠で、あったことは，今日では大方の了解事項であろう。

そのような住民運動はまさに自らの形成を，生活環境としての地域に即して対象北し，それ

を意識的に制揮することを目的として成立している。宮原教育本質論に却するとへそこに教育

の主体が形成されることを見通してよいはずで、あるが，住民運動が学習を不可欠とし，学習権

概念を成立させるとしても，それが直接に社会教育活動の意義を実践的に明らかにするとは

えない420 もちろん，学習権を保障するための条件整備要求や，住民の学習要求が講盛・講演な

どの内容編成にあたり表明されたことは数多くあるであろうが，そこにおいて教育的価値が成

立する論理と過穂は更に詳しく検討されるべき問題であろう。今日でも「自分遠のやっている

ことが社会教育なんだろうか」という声が住民運動のリーダーから間かれることは，稀ではな

い。公民館を集会で利用していても，である。

住民運動と社会教育の関連を問う場合の中心的な論点の一つはここにあった。その議論を

リードしてきた藤同点彦の所説に依拠しながら，その到達点を確認しておこう。

第一に，藤間は，当時の住民運動を社会的共同生活手段(宮本憲一)の再建運動として特徴

づけるo 共同生活手段の再建は，第一義的には政治的・経済的要求として表明されるが，その

ような要求は生活権や環境権という新たな権利概念を産出することによって正当化される。そ

の過程はまた，地域において喪失したものを社会的に再建し，あるいは保全することを，鴎家・

自治体・資本に要求する主体として，住民が形成される過程でもあった。小論の文脈に期せば，

住民は政治的主体として形成され，そのことによって民主主義(住民自治)の再定義を行うの

であるが，その過程では生活の変1¥jを理解する科学の学習と，新たな権利主体としての自己を

形成する民主主義の学習が不可欠で、あった。藤間は，その学溜の経験を経て，志布志アピール

に見られるような学習権概念が成立することを示した43 この指摘は，政治的主体形成の過程に

おいて学習の国有の髄僚が自覚されるという関連を示すものであるが，上に述べたように，学

習の価値の自覚は社会教育の価値の自覚の前提的な条件になるものの，同義で、はない。

第二に，住民運動一般が生活上の危機に対応して生ずるのと陪様に r教育危機」に対応して

教育運動，すなわち教脊における住民運動が発生する。学校統廃合反対運動や保育所建設運動

などが代表的であろう。この運動においても，上に指描したような権利意識が生ずるが，それ

は教育という対象に対応して，教育権の自覚へとつながるものである。

藤岡は，この教育運動の展開論理について，それが単なるエゴに終わらず，客観的な正当性

を獲得する条件として r教育要求公共化の三要件」を指摘している 44 それは第一に，父母の

「つぶやきや願い」を話し合いや調査等によって「棺五錬磨」することによって，教育要求を社

会化していくこと，第ニに，教職員集聞と協力して父母住民が，教育とは何かについて共同思
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考し，教育的側値のあり方を共有すること，第三に，教育要求が他の生活上の要求の関連して

いくこと，であるo

これは教育運動の中で協関性が発展し，私的で、もあった要求が公共化していく過程を指摘し

たものであり，協同性の発展という点、では，他の住民運動にも妥当する論理であろう。しかし，

ここでは，第二の契機，つまり教育的価値の自覚イむという要件が間有の意義を有する。すなわ

ち教育運動は，内外事項区分論を趨えて，教育内容についての議論にまで踏み込まざるを得な

いという性格を有する。いかなる条件繋備(共同生活字段の再建)が必要かは，いかなる教育

実践が必要かの議論をぬきには成立しないことを考えればそれは当然である。しかし，必ずし

も教育実践を自覚的に組織した経験をもたない父母・住民が，教育内容にまで踏み込んだ、要求

を行うことは如何にして正当化されるのか。単に国民の教育権を主張するだけでは，専門職と

しての教師の教育の自由が否定されることにもなりかねない。藤岡はその点について「教育の

内実についての要求の提起自体が，ふかい父母住民の学習=自己教育に裏打ちされている」こ

との重要性を指摘し，.住民の計商主体への道は成人の学習=Ei己教育によって舗装されている

のでなければ，いたずらな学校自治への住民の侵害を結果するだけであろう」と述べている 45

教脊の権利性が自覚されるのみならず，そのような意味での教育主体が形成されることが求め

られるのであり，地域教育運動の題有性は，教育主体の形成にあることを確認しておこう。

第三に，それでは住民運動一般と地域教育運動の関係はどのように考えればよいのか。藤凋

の論理を筆者なりに整理してみよう。

1)地域教育運動もさしあたりは「生活権要求の一環として教育要求J を出発点とし，その限

りでは，生活権要求運動としての住民運動全般を地域教育運動の「政治的土台J 46とする。

2 )教育運動は，自らの教育要求を実現していくための政治的対応、の必要，すなわち自治体民

主化を求めて，他の住民運動一殺との連携を強めることになる470藤間の指摘した教育要求の

公共化の第三の要件もこれに関連している。ここでは五十嵐の指摘した，教育の自由を発展

させる政治のありかたを積極的に求めていく運動が展開する。

3 )他方，住民運動は自らの内部での住民自治の主体形成すなわち政治主体・生産主体の形成

のための学習の重要性を自覚し，そのょっな学習を組識するための教育的リーダーシッブを

求めていくことになる。住民運動が，住民の自己形成のための地域教育運動としての性格を

強めていくと言ってよい。長くなるが，藤岡自身の言葉を引用しておこう。「住民の学習が住

民運動を支え，住民運動自身が住民にとってこよなき自己形成の場となっていく。この住民

運動の教育的側面を，受動的・一時的・自然発生的なものから，おのおのの地域の実情と要

求にそくして組織的・系統的・計閥的に繍成していくことは自治体民主化の戦略であり，目

標である。そのためには，住民運動のなかでとくだんに，人間の自己形成にかかわる学習と

いう知的営為の組織佑を自覚的にはかっていくリー夕、ーシップの確立が求められる。それは，

住民運動のなかに学習=Ei己教育に責任をもっ主体が形成される必要がある， ということで

ある戸。住民運動は住民自治を達成するために，教育主体を形成することを十分条件とする

のであり，その条件を作り上げるためには後述のように，民衆大学の設立を要求する地域教

育運動にまで発壊せざるを得ないことになる。

4 )このような両者の発援の中で，.地域における教育要求の諸運動が住民運動とドッキング

し，住民運動が地域形成を展望する過程で，教育問題を射程におさめていく動き」が高まり，

f住民運動が『地方自治の本旨』の再解釈に肉薄するカと地域教育連動によって教育を住民が
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とらえ直していく力の相乗」が期待されるようになる49 主として子どもの教育問題を対象に

した教育運動が住民運動の一環として位置づけられるようになるのであるが，藤伺はここに

「国民教育の主体形成」の可能性を見ている。

5 )両者のこの新たな次元での連携・統ーの結巣として，住民運動によって対象化された地域

の形成機能は，自己教育主体としての住民によって自覚的・意識的に再構成されることにな

る。そうして再建される環境は，教育的価値に裏付けられた環境である。地域の形成機能を

「地域の教育カJ として自覚的に再構成する思想を，藤岡は「教育環境権j と呼んだ500

6) r教育環境」を意識的に創造する主体は，上に述べたように自己教育運動によって形成され

るのであるが，そのような自己教育運動が社会教育活動に反映したときに，社会教育活動は

社会教育実践に転化する。具体的には，民衆大学として構想される自己教育の地域センター

を自治体がサポートすることがその内容として提起きれる 51。そしてそれはまた自治体の民

主化を必須とするという消極的理由(社会教育の自由の保障)のみならず，住民自治の主体

としての自己教育の主体，あるいは教育主体としての地域住民を形成するという意味で， 自

治体民主化の中心的な課題であるとされる。したがって，これらはまた住民運動の課題でも

ある。

以上のような連関の論理を前提にして rいまや地域教育運動は，教育(権)と住民出会(の

諸権利)をつなぐ環に位置を占めているJ52と言える o ここには，住民運動・住民自治と教育運

動・教育自治，自治体民主fむと社会教育活動の社会教育英践化の相互関連が，当時の運動に対

応してダイナミックに描かれている。さらには，そのょっな把握を踏まえて，社会教育は教育

主体の形成を目標として設定すべきことも主張されている 530 筆者もその結論的な提起に同意

するのであるが，そこに至る過程については，さらにいくつかの課題が存在するように思われ

るo

第一は，地域教育運動の位置づけについてである。 70年代当時は，地域教育運動が，自治体

改革をも射程に入れた地域内の横断的運動組識の一翼を担っていたことは事実である。今8で

も，子育て援助の取り組みが地域づくりや地域経済発展までをも射程に入れている事例54をみ

ても，地域教育運動が住民運動全般や地域づくりと有機的な関係をもつことは，現実的かつ必

要な想定であろう。しかし，地域教育運動が父母・住民と教師との連携によって成り立つよう

に想定されていることは，今日の実態からすれば無条件に継承することはできない。とりわけ

教員の地域住民運動への参加は80年代以後，閤難になっているように思われるからである 55

そのことは第二に，住民運動・地域教育運動における教育的価値の自立イむについて，教師の専

門性が来たす役割については，限定的に評価せねばならないこと意味する。むしろ，教師・学

校自体が(親外された教育から)解放されるような，新たな教育的価値が形成される必要があ

り，今日ではその条件をも模索する必要があろう o そのためには，藤間が教育要求の公共化の

過程としてみた協関性の発展過程を，さらに詳しく検討する必要がある。それはまた，住民運

動が教育運動に発展していく過程における教育的価値の自覚化の条件と論理をさらに詳しく検

討する必要性を示している。

その検討に移る部に，次節では教育主体形成の可能性を公民館に見出そうとする島田修ーの

論理を確認しておきたい。対比的に言えば，藤岡は住民運動の側から社会教育の課題を析出し

たのであるが，島問は逆に，公民舘・社会教育の側から地域の教育機能の再構成を開題にしよ

うとする。とはいえ，島田の場合でも，結論的には公民館実践と地域における協向性の発展の
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論理的連関が問題となる。

(3) 公民館実践の意義

藤縄が地域教育運動に着居したのは，住民が教育的価値をわがものにする可能性を，それが

与えているからであったが，そのような可能性は，公民舘実践によっても生ずることを主張し

たのが島田修ーであった。島田は初期公民舘以来の公民舘実践は，公民館運営への住民の参加

経験も含めて r国民の民主主義的自覚を高めるのに一定の役割を果たしたJ56と評価し，さら

に50年代のサークル活動， 70年代の企画実行委員会方式および雄設づくり運動を通じて，白日

教育の主体としての教育主体が形成されてきたと主張している 57 その論理は次のようなもの

であった。

第一に，公民舘を利用した学留活動が行政当局の干渉を受ける場合 r学習の自由」を守るた

めに，自らの活動の根拠・正当性を問い返すことになるo そのことを通じて社会教育法の留民

的とらえ返しがなされ，社会教育における住民自治，すなわち学習者自身による教育の制度・

内容・方法にわたる決定権を意味する教育権が自覚されるに至る。

第二に，サークル活動から公民館言葉躍の「企画実行委員会方式」に至る実践を通じて，

内容を編成する主体が形成される。しかし，これらが学務活動に関心をもっ人々の内部，ある

いは個別的な学習活動にかかわるものであったのに対し，第三としての施設づくり運動は，す

べての人々の関心をふまえ，すべての人々が享受できる教育文北事業を自治的に創造する教育

自治実践の過桂としての特徴をもっ58

さらに，ここから「社会における教育」を国民本位に編成していく役識を担うという社会教

育理解が生まれてくることも展望できるであろう 590そのような理解を有する主体は，生活実践

の一部であった学習を計画化する主体として地域計画の主体でもある。

このようにみれば，島田と藤間との共通性とともに差異も明確で、ある o 上記の第一点は，学

習の自由が侵害された場合を想定しているのであるから，藤潤が地域教育運動として念頭にお

いた事例と同じく，社会教育あるいは公民館をめぐる地域教育運動に属するのであり，そこで

は藤間と島問の差異はない。しかし，第二・第三の点で島問が強調し，問題とするのは r社会

教育を創造する主体」としての教育主体が公民館実践において成立することであり，換言すれ

ば，学習主体を教育主体へ転化させる実践に固有な論理である。藤間も教育主体の形成を問題

にしていたが，その形成論理と実践場面の理解をめぐって，島田は独自の理解を提示している。

この点はさらに詳しく確認しておこう。島田の理解する教育主体は r人間的権利の自覚と，

自己の学習要求じたいを批判的に対象化できる力量」を備えた主体である 60。ここでは教育権を

自覚することと教育の主体となることは相対的に区加されている。後者は前者が前提になりな

がらも，学習の価値を自覚し，自覚的に学習実践を組織し，さらにそこにおいて「学ぶ力」を

形成することを目的として設定することができる主体である。その形成過租は次のように要約

できる 61

1) r生活実践の一部として試みられる学習活動」が展開するが，それがそのまま r自己教育

活動の組織化としての社会教脊活動なのではない」。

2 )自己の学習を批判的な検討の対象としてすえることにより r学習が生活実践上の一つの価

値として自覚的に再構成する必要が感じ取られてくるお学習の価値が，生活実践との区別と

関連の下で自覚される段階である。
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3 )その自覚によって「学習活動は状況対応的=受動的活動であることをやめ，計画的で主体

的な活動に転イじするふこのような実践を，島田は学習実践と呼び、，学習活動と区別する。

4 )そのような学習実践を自覚的に組織佑することが社会教育活動62である。したがって社会

教育実践は，白日教育の主体に自らを育てる意欲と力量を保障するものであり I学ぶ力」を

創り上げることを保障する実践である o

5)社会教育実践における教育的価値は，個々の学習課題そのものではなく，学習課題を把握

し，学習を組識し，展開・創造していく力量の形成にある。そのような教育的価値が自覚さ

れることが，学習主体の教育主体への転化を保躍する。

6) I自己教育主体の形成へむけての学び、」 は自己発達を実現しうる能力を形成することであ

り I創造的自治能力Jを形成することになる 63 したがって，自己教育の主体を形成する社

会教育実践を媒介にして I住民自治」は「住民の参加による創造と自治jへとその内実を

めることになる。

既に見たように，藤間は住民運動の中での学習を組融化するリーダーを形成するための「自

己教育の地域センタ-Jを，系統学習の場としての地域民衆大学に求めた。それに対し，島聞

は現代認識の科学性のみならず，以上に見たような「主体性」が形成されることが教育主体形

成論の要点の一つであると主張し，そうした「主体性」をもった人間像は系統学習が必然的に

もたらすものではないと批判する 64 むしろ公民館を中心とした社会教育における「参加と自治

と創造」の経験が有する意義を重視するものといってよいであろう。

島聞のこの視点は，ユネスコ学習権宣言が「教育を創る権利J を主張するものとして読まれ

るべきという理解65にも貫かれ，そこからさらに生境学習も，現代を切り開く知を学ぶにふさわ

しい，民衆自身の「学ぶ力J をつくること，あるいは自己教育の主体の形成を目的に組織され

ねばならないと主張されることになる。教育主体としての「主体性」を形成するような学びが，

今や公民館を超えて組織されるべきことが主張される。

すなわち，島田は生理学習の分析にあたっては，住民の「学び、Jの場面を，社会教育部局・

公民館あるいは行此組織に対応した領域のみに求めるではなしそれ以外の領域での「学び、」

も含めることが必要で、あるとし，そのような領域で「住民が主体的につくる多様なつながりを

もっ『学びあいの関係づくり ~J を「民衆の地域教育英践J 66として把援することを主張する。

このような対象の拡大は生礎学習論に郎せば当然のことのようにも見えるが，そこには従来の

社会教育に対する批判(感性の軽視，社会教育万能視の弱点67)も含まれている。このように学

習の広がりを地域全体に求め，なおかっそこで「自己教育の主体へむけての自己形成」を組織

化論の中心に据えること，つまり社会教育英践として組識することが主張される。

このように見れば，島田の提起は社会教育実践を地域全体に拡張すること，すなわち住民の

生活にかかわるすべての領域，あるいはその諾領域で発生する住民運動において，自己教育主

体を形成するような社会教育笑践を組織することが，住民による自治と創造としての住民自治

の実現のためにも不可欠で、あることを主張するものと雷える。社会教育実践を欠落させては住

民が文字どおり主体となる住民自治を実現できない。

学習実践と教育英践の区別，後者における教育的価値としての自己教育主体の形成という

張は，社会教育英践の国有性を明らかにするよで，決定的に重要な指摘であり，小論の問題構

成からも首肯しうる主張である。しかし問題は，そこで、の学習主体の教育主体への転化の論理

にある。とりわけ I地域における学びjこまで、広がった場面の中で，どのようにして学習主体
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の教育主体への転イむを見通せるのであろうか。

島田は，八王子市の事例を招介しながら，社会教育実践の蓄横の乏しい地域でも， くらしを

ひらく学び、の積み重ねの上に I人々の学ぴの保障が自治体の義務であることの自覚が広がり，

社会教育行政や文化行政の充実の要求が高まるJ ことを基礎にして，学習権の自覚，自治意識

の高まりがもたらされる。さらに り合い，理解しあい，励まし合い，信頼しあい，高め合

う人間関係」が形成され Iそういう人間関係が人々の学びの質を高める機能をもっていること

の認識」が獲持されるという 68 ここでも学習権が自覚されることに加えて I学び、の質を高め

る機能」をもった人間関係が対自化・意識化されることに住意が喚起されている。後者の

め合う人間関係」こそが教育の主体を形成する独自の意義をもつものであることになる。この

「人間関係Jは協閥的な関係で、あり，学び、を協同で創る関係であるとされていることからすると，

協同で学ぴを組織し，創造することによって，学習主体はそのよ 7な学習組織化の意義を自覚

し，教育主体に転化するとの見通しを確認できょう。

しかしながら，それでも，その転化の論理はまだ明確にはなっていないと言わねばならない。

「学ぶ力Jを自覚的に形成する方法と内容，総じて公民館以外の領域も含む，新たな「地平Jに

おける教育実践の自立化と組機化の論理についてはさらなる検討が必要で、あろう。他者と共感

し，信頼しあう仲間としての関係が形成されることによって，人間的成長が意識され，また逆

にそうした関係を創り出すことの意義が自覚されるという実践上の事実は，多くの事例で確認

できるであろうが，そこに貫く論理と，それが自覚され，実践過程に意図的に組み込まれてい

く過程が分析きれなければ，学習主体が教育主体に転化する論理は明らかにならない。

藤岡・島田の所説の検討を通して，第一に，教育的価値， とりわけ社会教育における教育的

価値の形成と夜覚イむの論理を，現段階の実践状況を踏まえながら明らかにすることが課題とし

て浮かび、上がったように思われる。その場合，第ニとして，第二章の検討を踏まえれば，実践

過程の中で民主主義概念が再構成される論理と，教育の器有の価値が自覚されてくる論理との

相互関連が間われるべきであろう。このことは，教育権の自覚あるいは権利としての社会教育

の自覚の過程においても，住民運動や公民館実践との関係において社会教育法を再解釈するこ

とが不可欠で、あったことが示唆を与えている。社会教育法の再解釈は，教育基本法・憲法の「器

民的」解釈に支えられているが，それは実践の中で生じた新たな規範や正義概念を根拠にして

なされたものであろう。いわば，既存の法規範さらには民主主義理解を， Elらの実践を根拠に

批判することによって再構成が図られるのであり，そこでは逆に自らの実践の有する規範的妥

当性や民主主義としての意味を問い返すことが不可欠で、ある。自己教育主体の形成を客観的な

妥当性を有する価値として措定し，その実現をめざす実践の正当性を主張するときにも，同様

の相互関連が間われるであろう。

第三に，その遇税はまた既存の教脊概念の批判過程でもある。日常意識を地盤として成立す

る教育概念は，学校教育の経験に基づいている場合がほとんどであろう。その意味では，以上

の課題は学校教育を前提として形成されてきた教脊的価値概念を批判することにつながらざる

を得ない。教育主体は自己教育主体であると同時に，教育自治の主体であり，学校教育と社会

教育を包摂し，統一する主体となるはずで、ある。小論では，そのような教育主体概念の広がり

に却した検討はできないが，いわゆる生護学醤や学社融合の課題は，このような教育主体論を

ぬきに検討し得ないことだけは指摘しておきたい。

以下では，第二議で提起した労働・協儲に基づく民主主義と教育主体形成との関連を検討す
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ることにより，以上の諜題への接近を試みたい。

4 .教育主体の形成と現代民主主義

(1 ) 協働的住民自治と学習

以上のように，戦後社会教育の実践と理論は，社会教育の間有の意義が自己教育主体の形成

にあることを明らかにし，そのような主体は，地域における形成作用を対象化し，教育環境と

して再構成する住民自治の実践に内在する学習過程および公民館実践を媒介にして形成される

ことを明らかにした。第二章では，現代の民主主義論としての批判的民主主義は，労働する

体の民主主義として展開される必要があり，その実践的展望は協働を核とする協同'性の発展の

中に見いだせると主張したが，この両者の間には密接な関連がある。新たな住民自治の論理を

実現する過程では，協同性の発展が不可避で、あったのであり，それは既存の民主主義を批判す

る主体を形成する過程であり，またそのような主体が形成される自己教育の過程でもあったか

らである。

ここでは，その相互関連弘教育主体の形成が現代の住民自治にとって有する意味を確認す

ることによって，さらに確認しておきい。まず，その前提的な作業として，住民自治の現代的

特徴について確認しておこう。

戦後の自治体は， 1960年代までの開発独裁型自治体，それを批判した事新自治体，新自由主

義下の経営体的自治体とその性格を異にしてきたへそれは同時に，住民・市民と自治体との関

わり方の類型でもある。開発独裁製自治体は，官僚機構整備を急速に進めながら，その末端の

実行機関としての住民組織の形成に努めた。革新自治体は住民運動あるいは自治体労働組合運

動に支えられて政策形成を行った。それらに対し，今日の住民自治は， NPOなどの市民的な活

動の高まりによって特徴づけられ，市民参加・パート

ている。

シップが住民自治の基本要素となっ

藤間らが住民運動・住民自治と学習権との関連をめぐる議論において念頭においていたのは，

開発に抵抗し，革新自治体を生み出すような実践であった。そこでは，権力的な開発や収奪へ

の抵抗によって，ムフの言うような「友/敵」関係が形成されており，権力への対抗性は明白

であった。その対抗性が権利意識をさらには政治的主体を形成したとすると，そのような構関

は今日，そのままでは通用しない。それは第一に，統治構造が現象的には変化していること，

第二には，住民の価値意識の多様犯が進み，協関性の成立にも思有の悶難が伴うことの二点の

理由による o

一点目から見ていこう。今日でも地域づくり・住民自治は社会的共同業務を遂行するための

共同システムを構築することであることに変わりはない。しかし，その内実は，開発を擾先し

共同生活手段の整備をサボタージュする権力への対読というよりも，パートナーシッブ。やカ、、パ

ナンス(，共治J)の強調にみられるように，市民社会内部での協調'性の発展に求められている。

たしかに住民自治を協同の形成問題として把接することも，決して新しい理解ではない700しか

しがパナンスが強調されるのは，従来の統治型のyゲパメントの限界の放であると言われており，

革新自治体も含めた自治構造に対する批判と苦う意味では，やはり今日の現象であろう。

市民社会内部の協間性の担い手として期待されているのがNPOであるが，辻浩や岩橋恵子

は， NPOのそのような位寵に対応して，それは菌家や権力への批判・対抗ではなく，市民どう
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しの連帯が基盤となっているという特徴付けを行っている 71 jf、パナンス論から見ても妥当な

特徴づけで、あろうが，そうなると，対抗的住民運動の中で進んだとされる学習権・教育権の自

覚，すなわち教育主体の前提条件たる教育権の主体の形成は，今日ではどのように進壊すると

考えればよいので、あろうか。

確かに，辻・岩橋カキ旨摘する特徴は確認できるが，むしろ，それは権力的統治の棺対化機能

として理解したほうがよいのではなかろうか。それらはかつての住民運動のように，権力に対

して権利を対援することによって権力の規制を関り，さらには自治体革新をめざす，という運

動ではない。しかし，そこで言われる連帯の内容を考えると，権力批判としての性格は明らか

であろう。すなわち，それは!日米の市民社会内部での相互承認とは異質な，新たな相互承認と

しての他者への共感的な連帯を基盤にしながら，現実に問題を解決しうる集団的な力量を形成

し，発揮することによって，いわば集団的な自己実現を図る運動であろう。そのように考えれ

ば連帯は，既存の権力や社会システムでは発捧きれなかった専門性 (=i市民的専門性J72)に支

えられなければ現実のものにならないが，集団的な自己実現は，このような専門性を担ってい

ることの自覚をもたらす。それは，既存の社会的分業への批判で、あり，連帯に碁づく社会的な

分業と協業を自覚的に創り出す営みへと連続するものであろう。

そして既存の社会的分業が資本のシステム(市場や鴎家も包摂される)の下に縞成されてい

たとすれば，社会的分業の自覚的な編成は，たとえ部分的で‘あれ，資本のシステム・権力への

批判につながる。少なくとも，従来の社会編成のありかたでは解決できない問題を明示し，オ

ルタ…ナティブな解決方法を提起し，実践し有効性を証明するという限りでも，連帯は権力

の相対化へと連続している o

そして，このような視点から見ると，かつての住民運動も，一方では，私的利苦手の集国的擁

護，権利牲の主張，権力統制という側面が強かったものの，他方では，藤間が指摘したようにぺ

「科学の衣装」をまとった権力に対するために i深い科学と文化の成果の摂取と再創造」によっ

て新たな科学性に基づく社会嬬成の論理を提起する実践であったと替える。その側面から見れ

ば，住民運動は連帯的な自治への盟路を開いたのであり，新たな科学や「専門性」を我が物に

して成立する NPOと，住民運動との連続性も見るべきであろう 74 NPOはアイデンティティ

の確立実技という性格が強いとしても，そこで形成されるアイデンティティが自立性を保ち拝

るのは i科学的専門性」による支配を批判することによってのみである o

住民運動において，学習の価値はそのような実践的有効性 (i学ぶことによって自立する」こ

とができる)を通じて確認されていたとすれば，今8のNPOでもそれは同様であろう o
但し，その上で相対化した権力をどのように再構成するかは，やはり自覚的に間われねばな

らない問題である。ヌゲパナンスは再ぴガパメント問題を照射しなければ，津田英二の言うよう

に体制補完的役割にとどまらざるを得ない75 NPOは，その自立性を守るためには，権力の相

対化と同時に権力構造内での位置と機詑を不断に自覚せねばならない。その意味ではNPO内

外における政治学習の組織化，即ち政治教育を欠かすことはできないであろう。逆に，そのよ

うな教育主体を形成しなければ，NPOt立方、パナンスにおいて自立的な位置を確保できないと

える。その場合，政治あるいは民主主義といっても，その内容が関われることはこれまでに

確認してきた通りである。小論は労轍する主体の民主主義を提起したが，ここで言う政治主体

も，そのような内実を備えている必要があるように思われるo その形成の可能性は，次の論点

とも密接に関わっている。
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(2) 価値意識の多元性と協働学習

一点目の理由に移ろう。 1960年代から 70年代にかけての住民運動は，開発過程における共通

の要求や共通の「敵」が見えやすい状況下にあった。いわば，共通の価値意識が形成されやす

い状況にあったのであるが，それに比べれば，今日ではひとまず社会的に供給されるようになっ

た諸サービスの内容や方法を向上させること，あるいは大抵は科学主義・技術的合理性に基づ

いて再建されたサービスや環境の再建方法そのものの批判や吟味が課題となっている。そこで

は財政問題もからんで伺が優先されるべき価値なのか， という価値判断照題が今まで以上に大

きなウエイトを持つようになっている。また商品形態による社会1tも含めて，生活上の多様な

選択肢が存在するようになったことにより，住民の価値意識の多様化は一層進んでいる。

つまり，今日の地域は，共同体の共通規範が存在した時代はもとより，都市佑過程の貧街化

が共通の儲イ底意識を形成した時代とも異なって，多様な価値観をもっ人々が共存する空間であ

るという性格を強めている。客観的には共通の社会問題に直面しながらも，協同を産品織するこ

とは難しくなったといってもよい。

そこでの合意形成を困るためには，価値意識の衝突する問題は極力避け，運動の課題を限定

するという対応もとられがちである。また，先に見たように，価値内容に関わる私的問題の公

共の場への持ち込みを禁じることによって「民主主義のルール」にのっとった問題解決が可能

であることも主張されている 76。しかしそれは，実質的には被抑圧者の利害関心を私的な問題と

して公共の討議の場へ持ち込むことを禁ずることにつながるのではないか， という批判に答え

るものとして構成きれなければならないであろうへこのような状況に鑑みれば，今日の住民運

動の教育的意義を検討する場合に，価値意識の多様佑とその下での開放的・非排除的な組織化

という要国・課題は従来以上に重要な論点となっている。

協同性の発展の過穂に却して，この課題への対応の可能性を考えてみよう。

まず，客観的な問題状況に対応、して共通の関心が生まれて来ることを前提にすれば，その関

心の下で共通の白的を具体的に確定するためには，潜在的な要求の掘り起こしが必要で、ある。

その場合，調査，系統学習などによって r関心」の背後に潜む具体的な問題を明らかにするこ

とが不可欠で、あり，その点ではそのような実践と結びつく研究・教育機関としての大学の機能

が重要で、あろう。共通牲を発見するための学習の組織佑が求められるのであるが，ここで確認

しておきたいのは，共通の目標は，さしあたり錨値観の差異を超えて，問題の客観性に対応し

て設定可能で、あることである 78

しかしながら，目的実現(協働)の過聴では，方法や具体的な活動内容，それらの評価など

をめぐって意見が対立することは，多くの場合，避けられない。当初は「最大公約数」として

の自襟設定に同意していたとしても，具体的な実践の場爾になると偲々の価値観の相違が現れ

てこされるを得ない。行為の意味は当該実践の文脈で確定されているはずで、あるが，実はそこに

個々人の生活の文脈による意味づけが重なる以上，この対立は避けられない。しかし，それは

社会教育実賎で重拐されてきた「本音Jの話し合い，共同学習が成立する場面でもある。ここ

での話し合いは，行為の意味づ、けの差異の背後にある個々の生活現実と結び、ついたものになら

ざるを得ず，まさに「切れば血が出るJ (宮原誠一)議論であろう。にもかかわらず，その議論

が平行線をたどらない保障は，第一に，共通の目標が確認されているからである。その目標達

成のために何をなすべきかという実践的尺度を共有しているが故に，批判と合意が可能になる。

その意味では，共通の白標を設定する擦の学習の在り方が，ここの結果に反映するであろう。
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第二に，適切な 1)…ダーシップの下に，お互いの生活現実を理解する学習が組織されることに

よってである。自己のものとは異なる他者の主張を理解するには，まずその主張の他者なりの

合理性を理解することが必要で、あるが，そのためには他者の前提にしている現実を知る必要が

ある。他者の構成する世界を知ることと言い換えてもよい。そのような世界は，主観的な世界

であるが，主観性という点では自己の世界も同様で、あることを自覚せねばならない。次に，そ

のような世界の基盤に存在する問題=矛盾を把損し，それが主観的世界を構成(規定)してい

ることを理解することが必要で、あろっ。何故と問い返すことにより浮かび上がる存在の世界を

把握することである。自己の形成過程を対象f七することと，これは照義である。したがって，

第三に，そのような理解の過程は，自己の有限牲を自覚する主体を形成することなしには進ま

ない。

そのようにして得られた理解は，暫定的なものであるし，流動的なものでさえあるかもしれ

ない。しかし，協働の経験は必ずその成果を伴う。 NPOであれ，住民運動であれ，あるいは公

民館内部の協同的な実践あっても，何らかの成果が産出され，それは社会的に評価されること

になる。その産出物は，集団としての「われわれJが対象化されたものにはかならない。いわ

ば，協働の成巣は「われわれJ としての自己を映し出す鏡であり，自己はそこに見出される。

さらに，その成果には他者の評価が加えられる。その評価にも主観的なものがあるであろうが，

基本的には対象化された協働の成果が位蓋するところの存在の世界での合理性が評価の根拠に

なるであろう。

こうして協働する集団の内部で「折り合い」がつけられ，成果の産出に至ったのであるが，

その過瀧での暫定的な理解は，今や客観的に評価可能なものとなっているo この評価に基づい

て，暫定的な理解を得るまでに発樺された自分たちの努力の意義，より厳密には学習を伴う努

力の意義が明らかになるであろう。

また，ここでの学習や協働の意義の理解は，形式的なものではない。先に指描したように，

協働する主体としての相互承認とそれに恭づく新たな連帯・平等・自由という民主主義的な価

値の理解を内実としているが故に，その意義が理解されると言うべきであろう。一点目として

検討した政治的主体の形成も，このような理解を既存の政治の論理に対寵することによって進

むと雷える。

(3) 協働学醤と教育主体形成

以上のような協働の経験を当事者たる個人に却して見れば，新たな自己が形成されたことに

なる。その過程を個人に即して振り返る時に以下の点が明らかになるであろう。第ーに，自己

の変化(いわゆる成長や発達)が，次のょっな内実を伴うものとして理解されるo すなわち，

生活上の様々な臨難や課題を抱えながらも，自治体や行政に無関心で、あり，他者と対立しがち

であった自己が，一方で、は他者と共有する問題の本繋を理解し，他方では，協簡で問題解決に

あたる，その経験を通して， 自治体のありかたを批判し，住民どうしの新たな(共同的な)社

会関係を築いていく主体となっていく。この過程は，協働した築関内で，お互いの変fむを確か

め合う形(集団的な反省)で進むことが多いであろう。第二に，そのようなお互いの変化をも

たらした要留が検討されるであろう。そこで、は，島田の言う「学び、あいの関係」が持っていた

意味，そのような関係を編成するにあたって発揮されたり…ダーシップの意味が，既に自覚さ

れている各自の自己形成との関わりで明らかにされるはずで、ある。これは，郎自的・偶然的な
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形で発揮されていた教育機能が自覚的に取り出される場面と言ってよい。

さらに，その教育機能の内実は，先に指摘したところの「労働する主体の相互J玄認よりなる

民主主義」の諸価値に支えられたものとして理解されるであろう。抽象的には，協働の中で発

揮され，確認される個性の伸展，協働の中で芽生えた連帯と平等，協働を通した解放としての

自由，これらを実現することが「成長・発達」であり，それを支えた条件として教育が理解さ

れるように思われる。

以上のような過程を経て，協働することと「学ぴ合う J (島田)ことの価値が意識されるとす

れば，そこには学習と教育という新たな価値を共有する「仲間J (コミュニティ)が生まれたこ

とになる790 このような振り返りは，実践が罷難に夜関した場合や次の世代・担い手の確保や再

生産が課題となった場合になされることが多いであろうが，いずれにせよ実践を総括するとい

う実践が，教育主体の形成に固有の意味を持つ。そのような総括実践を組織できるか杏かも，

教育的リーダーシップの形成にかかっている。その任務を担う教育機関として公民館を位童づ

けるべきであろう。もとより高等教育機関による科学性の保障は，今司の協問的笑践において

も依然として不可欠で、あるが，今述べたような相互理解の過程を構成する力量の形成(島町の

う教脊的な主体性)は，むしろ公民館こそが保障する800 但し，その場合の公民館は，このよ

うな協働の過程に却した学習過躍に対応し，それを援助できるものでなければならない。協向

性， とりわけ協働の過程に内在しつる教育機関としての公民館像を描く必要がある。

島田は共向学習以来，社会教育実践では協同的人間像が追求されてきたと指摘するが，以上

のような協働の過程を念頭において，小論でもそれに関意する。また，藤岡の教育要求の社会

化・公共化論においても，実質的には，このような過程が意識されていたように思われる。そ

れらを前提に，小論ではこの過程を協働的な学習過程と呼び，その過程を組織するリーダーと

して教育主体を理解したい。公民館はこのような協働的学習過程を組織する力量を形成する専

門教育機関として位置づけられる 81

5 • トリアーデ構造の変革のために一一まとめにかえて

小論では，社会参加の保樟実践としての教育とりわけ社会教育のありかたを協河性の発展lこ

そくして検討してきた。最後に，小論で明らかになった知見と今後の課題についてまとめてお

きたい。

小論で確認したことは次の通りである。

1)契約論的な前提に立つ民主主義論は I民主主義の矛盾」を回避できないが，それは市民社

会の自由・王子等がそのまま支配に転化するという「領有法剥の転題Jに起盟する。私的所有

者の世界における相互承認とそこで妥当する規範の限界は，生産の世界や資本のシステムの

前に明らかになる。

それに代わる民主主義論は，労働する主体の相互承認に泰づくものであろう。そこでは連

帯・平等・自由についての新たな理解が生じ，多元性も各自の個性の尊重として実現されるo

そのような民主主義が成立する場面は，協向性の発展， とりわけ協舗の経験の中に見出すこ

とが可能で、ある。ムフの試みも，この中に包摂可能である。

2 )協向性の発展過程は，私的所有者としての自己あるいは非理性的理性の自己批判過程でも

あるo 自己の批判とは自己の限界を明らかにすることにほかならず，それにより新たな課題
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が設定される。協働の経験は，対象fちの実践を伴うことにより，新たなEl日の確実性(客観

性)を保障する。すなわち，協舗の過程から生ずる新たな民主主義の諸価値に支えられた労

働主体・政治主体としての自己が確証される。

3)実践場面に郎せば，住民運動に代表される協同的な実践過程において，新しい批判的民主

主義が誕生し，政治的主体としてのシティズンも形成される。住民自治はそのような地域住

誌が形成されることによって実質化する。

4 )以上の過桂は，協同による社会参加の過程でもあるが，それは，自己批判すなわち自己形

成の過程ぬきに成立しない社会参加である。その過程は，あくまでも自己によって媒介され

る必要があるが，それは厳密な意味での形成過程として協同性の発展過程(協向蓄積過程)

を，反省的に把握することよって可能となる。自己形成を媒介する主体が自己教育主体であ

るとすれば，住民が自己教育の主体となることなしには，協働の過程は進展しない。したがっ

て，自治の主体札批判的な民主主義の誕生も，さらには労織する主体の形成も，偶然的な

ものにとどまるであろう。

5 )協関の過程は，特に協働の場面に即してリーダーシッブを必要とするが，実践総括の局面

において，自己形成過程そのものを対象fちする場合には，それは，教育的リーダーシップで

なければならない。そのような教育主体の形成は，現代でも公民館に期待されるところが大

きいように思われる。

公民館がそのような教育的機能を担うには，協同性の発展に対応した学習過程を，たとえ

公民館の内部であろうと組織していることが条件となる。そつすると，自己批判過程として

の協用性の発展は，新たな民主主義理解と一体のものであったから，公民館実践全体が，小

論で述べたような「労働する主体の民主主義」としての民主主義概念に裏付けられていなけ

れば，そのような学習過桂は組織できず，教育機能も発樺できない820

6 )藤岡・島田も協用性の発展過程とそこでの学習過程に着目していたが，小論で指摘したよ

うな自己批判過程としての自己形成過程，さらにそれを踏まえた自己教育過程については言

及していない。それは，一つには協関と協働の区別と後者の慰有の意義，もう一つは民主主

義概念の批判を領有法制転回論に蒸づいて展開すること，の二点の徹底がなされていなかっ

たためと思われる 83

以上の議論は，関頭に述べたトリアーテ、構造の相互前提的な関係を確認したに留まるとも

える。しかし，協間性の発展の過程がもたらす新たな相互連関は，私的所有者の世界に閉じた

民主主義と労働と教育の関連がもたらす偲別的な論点を遂条的に批判し，かっ個別論点の背後

に潜む社会システムの変革問題についても理論的・実践的な視鹿を与える可能性を有するもの

のように思える。

とはいえ，小論の核心部分でもあった住民運動あるいは協町生の発展過程における教育的価

値の形成と蓄積の論理，すなわち教育の自立化と再分肢化の論理と過程については，残された

課題のほうが多い。労働と教育の，より内在的な検討に加えて，以下の3点を課題として挙げ

ておきたい。

第一に，教育主体を教育自治の主体として理解する場合，それは学校教育と社会教育の統一

的把握をなしうる主体でなければならないが，小論ではそのような広がりを有する主体として

の教育主体像は描けていない。しかし，次のこ点は示唆し得たように思われる。一つには， 1960 

年代以後，企業社会の形成・完成に伴って， 日常意識上の教脊概念は私的所有者の世界に閉じ
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たものになっていったが，仮にこれを「疎外された教育」概念と呼ぶなら，協働の社会教育に

より形成される教育主体は，その教育概念そのものの解放にとって意義を有するであろう。

二つには，形成論の次元で見た場合，子どもの発達蝶外は現代の人間形成力の歪みとして意

識されるであろうが，実は，そこには大人の教育環境形成力の限界が露盟していることになるo

社会環境は大人の労働によってつくられるとすると，五十嵐が指摘したように， (大人の)労働

と子どもの形成・教育は統一的に把握されねばならないことになる。それは同時に大人の教育

主体としての形成の到達点と課題を意味する。そのような意味で，大人が労働の主体になりえ

ていないことと教育の主体になりえていないことは相互に前提しあっ。協働の学寝過程に立脚

する社会教育は，両者を自覚的な統一にもたらすであろう。その意味において，新たな教育的

価値にさまづく教育主体が社会教育と学校教育の統ーを可能にする。大人の自己教育は，そのよ

うな射程をもって展開するのではないか。

第二に，教育自治の場面に即して考えると，広義の社会教育実践としての社会教育z行政民主

化，あるいは社会教育活動の社会教育実践化を，小論の理解するような教育主体形成を保障す

るものとして再構成することが課題となる。そこで、は r民主1IJJ要求の正当牲を権利論として

構成することも必要となろう。小論では，この点については殆ど論及していないが，次のよう

な論理は描けるように思われる。

自由主義に基づく悶民の教育権論に対し，島田は「教育を創る権利」を主張した。教育権は

教育の主体としての権利であるとすれば，そこに教育創造は論理的には含まれていなければな

らないが，現実には教育権の主体と教育の主体が分離・分裂していた。そのように考えれば，

教育権論を徹底していくと，その分裂を統一すること，つまり教育権を有する自らが教育の主

体になりゆく権利も，教育権に内告されていることが浮かび上がるはずで、ある。教育権を分節

化して言うならば r教育をうける権利から創る権利J (島罰)への媒介として「教育主体にな

る権利J84を自立させられるであろっし，それは，教育主体を形成する社会教脊実践を求める権

利でもある。そのような権利に応える社会教育の目的が，教育主体・教育忠治の主体に住民が

なることを保睦することに置かれるのは当然で、あろう。そのような目的は協働の社会教育とし

て成就される。

最後に，以上の到達点と諜題を前提にして，教育自治の主体形成なくして住民自治はなく，

新自由主義と一体化した「民主主義J の解放もないと言えるであろう。そのような主体形成を

対象とする固有の科学として，教育学が求められていることを確認しておきたい。その課題に

応えることも今後の課題である。

<5i:> 
1 ちなみに，この区分に対応して，自立的に展慨する社会の遂動法則を解明する社会科学，その社会を前提

にして反省的に人間の本質を問う人文科学の向者にたいし，偶人が社会に参加する実践過程そのものを対象

にし，その合法則的な発展論王震を解明する教育科学が第三の科学として成立する。

2 佐藤一子は， ~吉原の社会教育本質規定は社会における民主主義の発展と社会教育の隠係をどう把援する

かという問題と，社会が学校をどのように条件づけているかというこつの問題」に関わっていると指摘して

いる。小論もこの指摘を共有するが，以下に述べるように，民主主義理解のありかたはさらに検討されねば

ならない。佐藤一子r生法学習と社会参加J，東京大学出版会， 1998年， p40。また，佐藤は，社会参加を保

障する大人の学びの三形態として，高等教育・公民館・NPOをあげている。これらへの完奪回は， 70年代以後

の社会教育論の総指として必然的であり，小論もその遼解に同意する。仮し，ここでも，それらの相互連関
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を， 'aJJJ:の本質論で提起された労働と民主主義との関連において明らかにするという課題が残されているよ

うに思われる。

3 念のために述べておけば，このような理解は技術論論争における武谷説に遠続するものではない。労働か

ら切り離された科学としての知ではなく，労働という実践内部の知の反映であることに留意されたい。

4 このような視点からの社会教育基礎構造論の分析については，山田定市『地域差是業と農民教脊~， 日本総済

評論社， 1981年を参照されたい。

5 筆者の'aJJJ:に対する理解については，拙稿「教育本質論における宮原誠一と勝回守ーの差異についてJ，r北

海滋大学大学院教育学研究科紀望書』第83号， 2001年を参照されたい。

6 小関隆編著『世紀転換期のイギリスの人々一一アソシエイションとシティズンシッブ。，J，人文参院， 2000年，

特に松浦京子「第二重量 義務と自負」を参照。

7 この点については後藤道夫が「戦後思想の系議の諸思想は新保守主義思想に対して強い抵抗力をもってい

なかったJと指撤している点と腐透している。!可「戦後思想J，渡辺治編著『現代日本社会論ぉ労働旬報社，

1996.if.，および伺「新福祉国家論序説J，渡辺治・後藤滋夫編『講療現代g本4 日本社会の対抗と構想、J，

大月番底， 1997年

8 勝間守一「国民教育の謀長重J，1955年，同著作集第二巻， p 210 

9 もちろん，平和や独立なくして自由はないという潔解は前提にされているが，平和を構築する論理は，道

徳的・倫理的回路以外には内在的に導き出せないという意味で，それはa自主義にとって補完的な位澄にと
どまるように忍われる。二元的にならざるをえない自由主義のこの限界が，勝沼の「能力と発達と学習」と

「教育と政治」のこつの課題の統一の困難性にも反映している。

10 セイパイン rデモクラシーの二つの伝統J(柴笛王子三郎訳)，未来社， 1977年

11 勝国，前掲， 205]実

12 アレックス・デミロヴ、イッチ， i中正・中村・古賀訳 f民主主義と支自己J，御茶の水警第， 2000年， p 15 

13 シャンタル・ムフ，千葉・土井・問中 'wEB訳『政治的なるものの再興J，臼本経済評論社， 1998年， p65 

14 ムフ，向上書， p96 

15 種々の試みについては，千葉奨『ラデイカルデモクラシーの地平~，新評論， 1995年を参照されたい。

16 ムフ，前掲警， p 199 

17 デミロヴィッチは，新しい社会運動のもった環論的意義について，次のように指摘している。 f70年代の新
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主義的所有の正当化論へと転関することによって，資本術jシステムは維持されている。マルクス『資本論J
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後藤遂夫高橋，前掲番。

70 l.lJ本洋子「都市自治と f市民』形成j， B本法哲学会『者ßm と法哲学~，有斐風 1999 年， pp 22-35 

71 辻治 iNPOの人材養成と学習機会の創造j，岩橋恵子「フランスにおける市民の学びとアソシアシオンj，

ともに佐藤一子綴著 WNPO と参爾型社会の学び~，エイデル研究所， 2001年
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75 吉正述のように，これはすでに協河組合論においては戦前米の葵本問題であった。

76 例えば井上達夫 r他者への自由~，創文社， 1999年

77 セイラ・ベンハピブ「公共空間のモデルj，グレイグ・キャルホーン編，山本啓・新田滋訳 rハーパ?スと

公共濁J，未来社， 1999年， p86 

78 もちろん，問題そのものの設定がある価値観なしにありえないことは事実である。例えば隠発行為を環境

破壊という「問題」として設定するか否かは，既存の環境に価値を見出すか否かにかかっている。しかし，

当該社会の公準(それさえも多様な解釈を許すものではあるが)に照らして問題性が明らかな場合も少なく

ないし，あるいは抑圧者と被抑圧者の関係を念頭において，たとえ社会的な論理が抑圧者が自己を正当化す

る論理にすぎないとしても，その論理が被抑圧者の状態を包摂できず，J:E当性が破綻するという矛盾は客観

的に縫定可能で、あろう。

79 5ミ践に却した分析として，丸山美貴子「労働者協同総合における協間労働と学習j，W北海道大学大学院教
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82 g 自主義的民主主義論に基づけば，そのような組織化が批判される場合もあることは，第ニ寮にふれた。

83 このニ点の徹底によって，小論は，民主主義論としてはムフと扶を分かつことになり，社会教干苦笑践論と
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